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2025 年 2 月初旬、ミャンマーで民主的に選出された政府に対する軍事クーデターから 4 年を迎える。

国の大部分で、人民防衛軍（PDF: People‘s Defence Force）や複数の少数民族武装組織を中心とする武装

抵抗が形成されてきた。抵抗運動と反対勢力は、一連の軍事的な成功によって勢いを増してはきているが、

「軍政後の」国家に関する議論は、なお時期尚早である。 

 

軍事クーデターから 4 年目のミャンマーの状況 

2021 年 2 月 1 日、ミャンマー国軍（タッマドー／「栄光」を意味する王朝時代から続く軍の呼称であ

るが、現在の国軍は自称である）は、その前年 2020 年 11 月の総選挙で圧倒的勝利を収めた国民民主連

盟（National League for Democracy: NLD）を率いるアウン・サン・スー・チー（Aung San Suu 

Kyi :ASSK）国家顧問の民主的に選出された政府に対して軍事クーデターを起こした。国会の初会合が予定

されていたその日、アウン・サン・スー・チー国家顧問、ウィン・ミン（Win Myint）大統領、並びに多

数の高位議員が拘束され、非常事態が発令されるとともに、インターネット通信が遮断された。その直後、

国軍は「平和と秩序」の回復を標榜し、国家行政評議会（State Administration Council: SAC）を設立し

た。 

軍による政権掌握は、当初、ミャンマー各地で大規模な平和的抗議行動（「市民的不服従運動」Civil 

disobedience movement）を引き起こしたが、これらは治安部隊によって次第に残忍さを増しながら鎮

圧された。軍事政権は、大量殺戮、恣意的拘束、拷問、性的暴力、その他の虐待行為を行っており、これ

らはいずれも人道に対する罪に該当する。さらに、30 年以上にわたり執行が停止されていた死刑が、簡

易的かつ形骸化した裁判を経て有罪とされた 4 名の男性に対して再び執行された。国連人権理事会

（UNHRC）が設置した「ミャンマーでの国際法違反を調査する独立調査メカニズム／Independent In-

vestigative Mechanism for Myanmar（IIMM）」のニコラス・クムジャン（Nicholas Koumjian）代表は、

2024 年 8 月、「ミャンマー軍は、憂慮すべき規模で戦争犯罪および人道に対する罪を犯している」と声

明を発表した。1 村々が焼き払われた写真や報道は珍しくなく、特に 2022 年 10 月にカチン州で発生した

集会への空爆では、100 人を超える民間人が殺害されており（パカン Hpakant の虐殺）、民間人を標的

とした空爆や攻撃は後を絶たない。クムジャン代表によると、この 1 年間で空爆は大幅に増加していると

のことである。2 上述の国連ミャンマー独立調査メカニズム（IIMM）によると、過去 6 か月だけで、推定

300 万人を超える人々が故郷を追われ避難生活を余儀なくされている。3 国連人権高等弁務官（United 

Nations High Commissioner for Human Rights: OHCHR）フォルカー・トゥルク（Volker Türk）氏は、

ミャンマーの状況を「終わりのない悪夢」と表現した。 4  独立した支援組織である政治犯支援協会

（Assistance Association for Political Prisoners）によれば、2024 年 10 月 23 日時点で、軍によって殺害

された人々の数は 5,871 人に達し、さらに 27,569 人が拘束されているとされる。もっとも、他の推計で

はこれを大きく上回る数値が示されている。5 

加えて、国家行政評議会（State Administration Council：SAC）が 2024 年 2 月初旬に施行した徴兵法

（対象年齢：男性 18～35 歳、女性 18～27 歳）により、市民生活への負担は一層深刻化している。同法

は、ミャンマー全土の専門人材や有能な若者の周辺諸国への流出を顕著に拡大させた。世界銀行の最新報

告書が指摘するように、経済状況はさらに悪化する見通しで6、2015 年以降、国民民主連盟（NLD）によ

る民主的な政権のもとで進められた国の開放期に達成された経済的・社会的進歩の多くは失われ、現在で

は人口の約半数が貧困ライン以下の生活を余儀なくされている。7 
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数十年にわたる軍事政権 

ミャンマー国民、特に国境地域の少数民族が、軍による支配と残虐行為に苦しむのは、今回が初めてで

はない。1962 年の軍事クーデターによりネ・ウィン将軍（General Ne Win）が権力を掌握した後、ミャ

ンマーは半世紀以上の長きにわたり「閉ざされた国」となった。後に続いた軍事独裁者たちもみな鉄の支

配によって国を統治した。1988 年や 2007 年に見られたような、より大きな政治参加、民主化、透明性を

求める平和的な抗議運動は血なまぐさい弾圧によって鎮圧され、1990 年の国民民主連盟（NLD）の勝利

のように、軍が支援する政党が選挙で惨敗しても、その敗北は認められず、アウンサンスーチー（ASSK）

のような反体制派は当時から自宅軟禁状態に置かれていた。 

2005 年、軍事政権は首都をヤンゴンからネピドーに移し、その 3 年後に憲法を改正して、国防、国境

管理、内務の 3 つの省を軍の統制下においた。また、タッマドー（ミャンマー国軍）は上院と下院の議席

の 25%を恒久的に確保しており、これは同時に憲法改正に対する拒否権（阻止的少数）を意味する。

2008 年に制定されたミャンマー憲法は、多くの少数民族の政治参加を大幅に制限しており、議会や省庁

といった国家機関から彼らを締め出す結果となっている。 

ミャンマーで最も大きな民族グループはバマー（Bamar）族で、人口の約 69% を占め、主に中心部に

居住している。一方、チン（Chin）族、モン（Mon）族、シャン（Shan）族、カチン（Kachin）族、カ

レン（Karen）族などの少数民族は、主にバングラデシュ、インド、中国、タイとの国境地域に暮らして

いる。因みに、しばしば「民族州」という言葉を耳にするが、これは国全体では少数派である特定の民族

が、それぞれの州において支配的な立場を占めていることを指している。 

2011 年に、長い軍歴を持つテイン・セイン（Thein Sein）氏が名目上の文民大統領に任命されたことを

きっかけに、ミャンマーは徐々に開放され、2015 年には自由で公正な選挙が実施され、国民民主連盟

（NLD）が総選挙で勝利した。NLD が率いるアウン・サン・スー・チー国家顧問の政権下では、パンロン

平和会議の枠組みにおける国民和解が最優先との理解から、少数民族の武装組織とタッマドー（ミャンマ

ー国軍）を交渉の席につかせ、全国規模の停戦合意の締結を促すとともに、より分権化され、公正なミャ

ンマーの実現に向けた展望を議論することを目指した。こういった目標は、現在の議論においても再び重

要な役割を果たしている。 

ミャンマ―の少数民族は、国家の独立以来、強制的な同化政策である「ビルマ化」（Burmanization）

政策を推し進めてきた歴代の独裁者たちから、自らとそのアイデンティティを守るため、幾度となく軍に

対して反旗を翻してきた。ビルマ化政策は、各民族の歴史、言語、文化を教えることを禁じ、果ては軍事

攻撃、人権侵害、民間人に対する残虐行為にまで及んだ。8 タッマドー（ミャンマー国軍）は、少数民族

の自決や分離独立を求める動きを無視し、軍事力によって国家の「統一」を強制しようとした。軍は現在

に至るまで、自らを国家分裂を防ぐ使命を負った「統一の守護者」と見なしている。 

 

広範な反軍連合 

2021 年の新たなクーデター直後、 連邦議会代表委員会（Committee Representing Pyidaungsu 

Hluttaw：CRPH）により、2020 年の選挙結果に基づいて正当性を与えられたミャンマー国民統一政府

（National Unity Government：NUG）が暫定的に設立された。ミャンマー国民統一政府（NUG）は、ク

https://www.google.com/search?q=Burmanization&sca_esv=e53f428efd45d366&biw=1912&bih=948&ei=h9JDacO_JvmBi-gP7eDwAQ&ved=2ahUKEwjZ4tSBg8eRAxUnxAIHHbe6H7IQgK4QegQIARAD&oq=%E5%90%8C%E5%8C%96%E6%94%BF%E7%AD%96%E3%80%80%E3%80%8C%E3%83%93%E3%83%AB%E3%83%9E%E5%8C%96%E3%80%8D&gs_lp=Egxnd3Mtd2l6LXNlcnAiIeWQjOWMluaUv-etluOAgOOAjOODk-ODq-ODnuWMluOAjTIFEAAY7wUyBRAAGO8FMgUQABjvBTIFEAAY7wUyBRAAGO8FSMtHUABY1jtwAXgAkAEAmAGZAaABtQKqAQMyLjG4AQzIAQD4AQL4AQGYAgSgAs8CwgIFEAAYgATCAgQQABgemAMAkgcDMi4yoAf3B7IHAzEuMrgHzALCBwUwLjEuM8gHEYAIAA&sclient=gws-wiz-serp&mstk=AUtExfCbXSauITPgb0OWo74UMDGUG7jqod5doVS9915It7oBRbexJqC24Pyjn8bgt0vPm5o342KDwadkPQWWIpDYrTVAX6Adc0tB27LyAkVVtjBfwI9u3dagbNCCtcMGsjZglv4&csui=3
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ーデターによって権力を奪われた NLD 所属議員やその他の国会議員から構成されており、現在は亡命政

府として活動している。政治面で、NUG はカチン独立機構（Kachin Independence Organization：KIO）、

カレン民族同盟（Karen National Union：KNU）、カレンニー民族進歩党（Karenni National Progres-

sive Party：KNPP）、チン民族戦線（Chin National Front：CNF）といった少数民族組織と緊密に連携し

ており、これらはそれぞれの頭文字をとって K3C と総称される。こういった連携は、NUG の軍事組織と

して人民防衛軍（PDF）が活動するなど、軍事的領域にも次第に拡大している。 

ここで重要なのは、抵抗運動が、バマー族と少数民族の両方を含む、社会の幅広い層に及んでいること

である。「広範な反軍事政権（反ジュンタ）運動は、2020 年の選挙結果の回復を求める要求から、ミャ

ンマーの国家と社会の関係を根本的に変革することを目指す、急進的で交差的（インターセクショナル）

な春の革命へと発展した」9 ほぼすべての抵抗組織は、軍がミャンマーの人々にとって脅威であり、国の

より良い未来を妨げる存在であるという理解で一致している。10 ミャンマーの軍は極めて不人気であり、

軍の関係者の仲間や家族、関連企業を除けば、圧倒的多数の人々から国家の敵と見なされている。 

 

2024 年時点の「国家の敵」である軍の内部状況 

少数民族組織や人民防衛軍（PDF）といった武装した抵抗勢力は、ここ最近、その専門性を高めている。

特に、2023 年 10 月に、強力なスリー・ブラザーフッド・アライアンス（Three Brotherhood Alliance：

3 つの民族武装組織から成る）が、北部のシャン州で行った大規模な反攻作戦（1027 作戦）は、大きな

成功をおさめ、以来、軍への圧力は高まっている。中国との国境に位置するラウカイ（Laukkaing）市は、

賭博、売春、オンライン詐欺の拠点として有名で、これまで軍事政権にとって重要な外貨獲得源となって

いたが、これが制圧された。2024 年 4 月、ドローンがミャンマーの軍事拠点であり首都でもあるネピド

ー（Naypyidaw）を史上初めて攻撃した。11 2024 年 8 月にはスリー・ブラザーフッド・アライアンスの

一角を成すミャンマー民族民主同盟軍（Myanmar National Democratic Alliance Army ：MNDAA）が、

同じくシャン州にある北部の都市ラシオ（Lashio）を占領下に収めた。ラシオは、中国への重要な交易拠

点であり、ミャンマー国軍の地域司令部も置かれている。2024 年 10 月、チン（Chin）州、カレンニー

（Karenni）州、シャン（Shan）州、ラカイン（Rakhine）州、カチン（Kachin）州、カレン（Karen）

州の 53 都市が反体制勢力の支配下に入った。12 国軍に対するこうした勝利は、ミャンマーの歴史上、前

例のないものである。国境地帯の支配を失うことは、ミャンマー国軍がインド、中国、タイへと通じる重

要な交易ルートへのアクセスを失う、あるいは著しく制限されることも意味する。これらの地域、とりわ

け北東部では、麻薬の栽培や、木材、翡翠、武器の違法取引が盛んに行われている。 

軍事政権は、ヤンゴン（Yangon）やマンダレー（Mandalay）などの大都市を含む、人口が多く経済的

に重要な中心地を引き続き支配しているものの、思いもよらない新しい課題に直面している。報告によれ

ば軍内部からの離反者や投降が確認されている。13 2024 年 8 月には、国軍の司令官が部下である将軍た

ちによって失脚させられたという噂が流れ14、歴史的な低水準にあるとされる軍の士気の低さを浮き彫り

にした。このような状況の中で、若者が強制的に軍隊に徴兵される事態が生じているのだ。15 軍の人的資

源は枯渇しており、部隊の交代や再配置を行うことも、3 年半に及ぶ複数戦線での戦闘の末に失った領土

を奪還することもできない状況にある。16 

軍事政権は、唯一の国家主体として、対外的に公式に国を代表するため、国際的な承認を得ようと必死

になっている。北朝鮮、ロシア、中国を除けば、この国は依然として完全に国際社会から切り離されてい

る。ロシアのウクライナ侵攻により、ロシアの軍事物資も他国向けに回らなくなっており、その結果、ミ

ャンマーに供給できる軍事装備の総量が減少している。しかし、ワシントン・ポスト紙の最近の記事によ
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れば、反政府勢力の進攻は近頃、ロシアから供与された高性能ドローンを軍が使用することで、次第に食

い止められるようになっているという。17代替手段や外貨が不足し、厳しい国際制裁に直面する中で、ミ

ャンマーの将軍たちは現在、武器を購入するために北朝鮮へと接近している。こうした状況にもかかわら

ず、軍事政権が間もなく崩壊するとの予測は時期尚早であり、誤解を招くものである。というのも、タッ

マドー（ミャンマー国軍）は依然として多数の兵士を抱え、軍事的優位性を維持しており、さらに階層全

体に恐怖の空気が浸透しているからである。 

 

ミャンマーに対する地域的な解決策はあるか？ 

クーデターから数か月後の 2021 年 4 月、東南アジア諸国連合（ASEAN）とミャンマー軍事政権は、い

わゆる「5 項目合意」で合意に達した。ミャンマーは 10 ヵ国からなる ASEAN の加盟国のひとつであるた

め、EU、米国、および近隣諸国は、ASEAN が紛争解決の中心となり、これを主導することを期待してい

る。 

「合意」には、国内での暴力の即時停止、すべての当事者間の対話、特使の任命、ASEAN による人道

支援、そしてあらゆる当事者と協議するため特使がミャンマーに派遣されることなどが盛り込まれた。し

かし、そのわずか 2 日後、軍は「ASEAN の提案については、状況が安定したら検討する」とし、「法と

秩序の回復」を優先すると発表した。18 そして、2021 年 10 月、軍事政権は、ASEAN のミャンマー特使

がアウン・サン・スー・チー（ASSK）氏やその他の民主的に選ばれた正当な政府の拘束中メンバーと面

会することを拒否した。これは特使訪問の前提条件であったため、結果として特使の訪問は中止された。
19 

インドネシアを議長国として招き 2023 年 9 月に開催された待望の ASEAN 首脳会議20では、最終声明の

一節について合意に達したものの、クーデター以降、ASEAN はミャンマーへの対応において実質的な進

展を達成することができていない。 

2024 年はラオスが議長国を務めたため、この地域主導による解決への期待は近年低下していた。とい

うのも、ラオスは、カンボジアの手法を主に踏襲し、沈黙の外交を貫いて、ミャンマ―国軍の将軍たちと

交渉を行ってきたからである。さらに驚くことに、ラオスは 2021 年に ASEAN がミャンマーに対して政

治代表の派遣を禁じて以降はじめて、ASEAN の議長国であるにもかかわらず、軍と結びついたミャンマ

ー外務省の高官を招待したのである。21 

ASEAN の首脳たちは、ミャンマー危機への対応をめぐっていまだに意見がばらばらである。その主な

理由として、ASEAN 内部の政治体制が、インドネシアのような民主主義国家から、カンボジアのような

専制主義国家、ブルネイのような保守的な君主制まで多岐にわたることや、ネピドーの将軍たちとの歴史

的な結びつき（注：ネピドーはミャンマーの首都。ここではミャンマーの軍事政権との数十年にわたる公

式・非公式の関係のことを指す）が挙げられる。2021 年には、カンボジアのフン・セン（Hun Sen）元

首相が軍事政権を訪問し、2014 年のクーデターで政権を掌握したタイのプラユット・ジャンオーチャー

（Prayut Chan-o-cha）元首相も軍事政権と関係を維持した。これに対し、インドネシアやマレーシアは、

軍事政権に対してより厳格かつ断固とした姿勢を取るべきだとして、強く反発した。2024 年 8 月にタイ

でぺートンターン・シナワット（Paetongtarn Shinawatra）氏が首相に就任し、5 月にはローレンス・ウ

ォン（Lawrence Wong）首相がシンガポールで政権交代を果たしたことから、水面下では新たな動きへ

の期待も高まったが、結果的にそうした期待が実現することはなかった。 
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ミャンマー問題は、ASEAN 首脳会議や外相会議において、「結束」を示し先に進めるため常に主要議

題として取り上げられてきたが、ASEAN 内で突破口が開ける可能性は極めて低いと思われる。2023 年の

インドネシア議長国下で採択された共同声明は、ASEAN がミャンマーの「内部危機」を解決できないこ

とをすでに示唆しており、外部支援を招くべき時が来ていることを認めていた。この流れは、12 月中旬

にタイがミャンマーに関する ASEAN 閣僚レベルの非公式協議を推進することで具体的になりつつあり、

この枠組みはインドや中国などといった近隣諸国にも開放される可能性がある。とりわけ中国は、国境地

帯の少数民族武装組織や首都の将軍たちとの長年にわたる関係を背景に、ミャンマーの内政に対して大き

な影響力を有している。22 

マレーシアは、2025 年の ASEAN 議長国として、2021 年のクーデター以来、ミャンマーの危機に向き

合う 5 番目の国となる。23 これまで外交政策に強い関心を示してきたマレーシアのアンワル・イブラヒム

（Anwar Ibrahim）首相が、ミャンマーの紛争について改めて言及することが期待されるが、全会一致を

原則とする ASEAN の意思決定構造の下では、単一の国が果たせる役割には限界がある。 

 

今後の見通し 

すでに述べたように、少数民族が居住する州における軍事的な勝利や、紛争当事者間の対話が行われて

いない状況を背景に、反体制的な少数民族組織の多くは、自らが支配する地域に事実上の国家を設立しよ

うとしており、すでに暫定的な準備を始めている。前述の通り、国内の北部、北東部、東部のいくつかの

州では、ミャンマー独立以来、軍事支配に対して激しい抵抗が続けられ、自己決定権やより大きな自治を

求める闘争が展開されてきた。事実上の独立という目標は、これまで以上に現実的なものとなっているよ

うだ。これらの州は、自らが支配する地域において、治安、教育、医療などの基本的な行政サービスを提

供している。例えば、シャン（Shan）州やコーカン（Kokang）自治地域では、長年にわたり中央政府と

自治組織が並行した構造を形成してきた。カレン民族同盟（KNU）の支配地域は、軍事クーデター以降、

大幅に拡大している。多数の少数民族武装組織が、今後も人民防衛隊（PDF）と共に武装抵抗を続け、相

互に対立・矛盾する要求を克服することができれば、ミャンマーにおける軍事支配の終焉に大きく貢献し

得るだろう。 

現在、ミャンマーの一部の少数民族グループは、より大きな自治、民主化、連邦制を求めており、なか

にはミャンマーからの分離独立による独自の主権国家の樹立を目指しているものもある。一方で、主とし

て自らの領土や影響圏の拡大を目指すグループも存在する。 

軍が敗北するか、あるいは影響力のある地位から退いた後の時代を見据えた、「戦後の国家」や「軍事

政権後のミャンマー」に関する議論がすでに始まっていることを意識するのは非常に重要である。関係者

は、国の資源に対するより大きな支配権、議会におけるより公平な代表権、そして少数民族が居住する州

により多くの決定権を与える真の連邦制を求めている。こうした要求は、ミャンマー独立後の交渉、すな

わちパンロン協定（Panglong Agreement）に基づくビルマ連邦（当時の国名）の形成過程においてすで

に提示されていたものである。2016 年以降、アウン・サン・スー・チー（ASSK）氏率いる NLD 政権下

で開催されたパンロン平和会議で再び取り上げられ、現在も引き続き主張されている。 

当然ながら軍事政権には別の計画がある。軍事政権は 2025 年 11 月に予定されている総選挙の前に、

自らを正当化するための国勢調査を実施するだろう。24しかし、軍が現在支配しているのは国土の半分に

も満たないという事実を別にしても、国民の大多数はすでに、軍のいない未来と国家体制の全面的な再構

築を思い描き始めている。軍事政権下で行われる選挙が、公平かつ自由であるはずはない。それなのに、
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ASEAN 諸国も含めた一部の国では、選挙にまつわるこれらの動きをミャンマーとの関係を正常化するた

めの好機として歓迎する可能性があるため、国際社会は警戒すべきである。25 

その一方で、軍は NLD の幹部を組織的に排除しており、拘束中に医療を受けさせないことで、指導部

の弱体化を図っている。年配の指導者のうち 4 人はすでに死亡し、さらに 3 人が収監されている。解任さ

れたアウン・サン・スー・チー（ASSK）氏の上級顧問であったウー・ニャン・ウィン（U Nyan Win）氏

は、ヤンゴンのインセイン（Insein）刑務所で COVID-19 に感染し、死亡した。幹部で報道官でもあった

モニャ・アウン・シン（Monya Aung Shin）氏は、ヤンゴンの拘置所から釈放されてから 1 か月後に心臓

発作で亡くなった。NLD の副党首で元マンダレー管区首相のゾー・ミン・マウン（Zaw Myint Maung）

氏は、適切な医療を受けられないまま白血病で死亡した。79 歳のアウン・サン・スー・チー（ASSK）国

家顧問、71 歳のウィン・ミン（Win Myint）大統領、83 歳の NLD 後援者ウィン・テイン（Win Htein）

氏は依然として拘束されており、その健康状態をめぐって国民の間に深い懸念が広がっている。ゾー・ミ

ン・マウン（Zaw Myint Maung）氏の葬儀には、軍による圧力にもかかわらず、約 1 万人が参列し、最後

の敬意を捧げた。 

ドイツは、欧州および国際的なパートナーと共に、開発協力を通じてミャンマーの段階的な政治改革と

開放を支援してきた。とりわけ、全国停戦合意に基づくパンロン平和会議を後押しし、理想的には国民和

解につながることを期待してきた。 

NLD 政権下での短期間の開放が、人々に民主主義と自由の理念を深く根付かせたことは印象的である。

その影響は 2021 年の軍事クーデター後に顕在化し、当初の市民的不服従運動や街頭での広範な平和的抗

議から、人民防衛隊（PDF）の設立や少数民族武装組織間の同盟の形成に至るまで、さまざまな反応を引

き起こした。 

紛争の解決は、まず第一に近隣諸国によって推進されなければならないが、国際社会にも、次第に忘れ

去られつつあるこの紛争への関心を喚起する責任がある。クーデターから時間が経過するほど、ミャンマ

ーがガザやウクライナほど注目されない「静かな紛争」と化す危険性は高まっている。それでもなお、こ

の紛争は、バマー族および少数民族の双方を含む国民全体に計り知れない苦しみをもたらしており、その

将来は軍事政権の妥協を許さない姿勢によって閉ざされたままなのである。 

 

本稿は、コンラート・アデナウアー・シュティフトゥング（KAS）により 2024 年 12 月 16 日発行された

『Auslandsinformationen（海外情報）』第 4 版『Unterm Radar. Die verdrängten Krisen der Welt（死

角となって忘れ去られた世界の危機）』の中で書かれたドイツ語の記事『Zur politischen Lage in Myan-

mar – Das Land gegen das Militär（ミャンマーの政治情勢 ― 軍政に立ち向かう国民）』を日本語に翻訳

したものである。 
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